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令和3年9月末 令和4年3月末 令和4年9月末
①コア資本に係る基礎項目の額 28,250 27,629 27,762
②コア資本に係る調整項目の額 321 355 407
　　無形固定資産の額の合計額 44 45 89
　　前払年金費用の額 276 310 317
③自己資本の額（①-②） 27,929 27,273 27,355
④リスク・アセット等の額の合計額 350,210 344,227 348,190
⑤自己資本比率（③/④） 7.97% 7.92% 7.85%

令和3年9月末 令和4年3月末 令和4年9月末
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

①信用リスクアセット・所要自己資本の額の合計 330,986 13,239 325,195 13,007 329,158 13,166
②オペレーショナル・リスク相当額を8％で除して得た額 19,223 768 19,031 761 19,031 761
③単体総所要自己資本額（①+②） 350,210 14,008 344,227 13,769 348,190 13,927

預金・貸出金残高の推移
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自己資本比率の推移（バーゼルⅢ国内基準）
SOSHIN DISCLOSURE

令和3年9月末

607,324

単位：百万円
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令和4年3月末 令和4年9月末

令和3年9月末

7.97 7.92 7.85

令和4年3月末 令和4年9月末

預金 貸出金

　預金は、要求性預金については増加したものの、定期性預金の減少により、前年同月比4,266百万円減少して603,058
百万円となりました。
　貸出金は、資金需要の減退等により、前年同月比8,990百万円減少して371,493百万円となりました。

（注）１．自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫及
び信用金庫連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成
18年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。

２．所要自己資本の額＝リスク・アセット×４％
３．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

国内基準

（1）自己資本の構成に関する事項

（2）自己資本の充実度に関する事項

そうしんは国内基準の４％を大きく上回っています。

（単位：百万円）
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　業務純益は、貸出金残高の減少等による業務収益の減少により、前年同期比355百万円減少して766百万円となりまし
た。　
　なお、業務純益から国債等債券の損益と一般貸倒引当金繰入額を除いたコア業務純益は、前年同期比144百万円減少
して767百万円となりました。
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令和3年9月末

1,121

単位：百万円

911

2,226

1,788

766 767

令和4年3月期 令和4年9月末

業務純益 コア業務純益

■ 業務純益・コア業務純益

　業務純益に臨時損益を加味した経常利益は、前年同期比390百万円減少して357百万円となりました。
　これに特別損益等を加味した当期純利益は258百万円となり、前年同期比262百万円の減益となりました。

令和3年9月末

747

単位：百万円

520 541

325
357

258

令和4年3月期 令和4年9月末

経常利益 当期純利益

■ 経常利益・当期純利益

業務純益・コア業務純益・経常利益・当期純利益の推移
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業種区分
令和3年9月末 令和4年3月末 令和4年9月末

貸出先数 貸出金残高 構成比 貸出先数 貸出金残高 構成比 貸出先数 貸出金残高 構成比

製 造 業 519 25,885 6.80 506 24,822 6.70 505 25,813 6.95

農 業 、 林 業 451 5,236 1.37 437 5,000 1.35 426 5,112 1.38

漁 業 211 11,741 3.08 210 12,296 3.32 208 11,544 3.11

鉱業、採石業、砂利採取業 16 2,500 0.65 14 2,391 0.64 13 2,395 0.64

建 設 業 1,477 40,195 10.56 1,462 39,619 10.70 1,438 40,702 10.96

電気・ガス・熱供給・水道業 149 11,620 3.05 150 11,551 3.12 148 11,159 3.00

情 報 通 信 業 34 1,213 0.31 34 1,036 0.28 35 1,097 0.30

運 輸 業 、 郵 便 業 213 14,246 3.74 208 12,772 3.45 210 12,536 3.37

卸 売 業 、 小 売 業 1,353 37,681 9.90 1,313 35,414 9.57 1,294 35,433 9.54

金 融 業 、 保 険 業 58 2,544 0.66 53 2,515 0.67 49 3,482 0.94

不 動 産 業 777 59,871 15.73 765 58,564 15.83 768 58,427 15.73

物 品 賃 貸 業 30 1,394 0.36 31 1,310 0.35 32 1,288 0.35

学術研究、専門・技術サービス業 178 4,258 1.11 170 4,121 1.11 174 4,362 1.17

宿 泊 業 112 7,644 2.00 110 7,875 2.12 111 8,204 2.21

飲 食 業 661 10,109 2.65 644 9,753 2.63 638 8,932 2.40

生活関連サービス業、娯楽業 387 10,716 2.81 373 10,617 2.86 360 10,425 2.81

教 育 、 学 習 支 援 業 40 3,998 1.05 38 4,037 1.09 39 3,979 1.07

医 療 ・ 福 祉 395 22,768 5.98 397 22,586 6.10 396 22,997 6.19

そ の 他 の サ ー ビ ス 585 13,212 3.47 575 12,718 3.43 558 12,966 3.49

小 計 7,646 286,846 75.38 7,490 279,006 75.42 7,402 280,867 75.60

地 方 公 共 団 体 19 13,486 3.54 20 12,543 3.39 20 12,851 3.46

個 人 24,581 80,150 21.06 23,659 78,383 21.18 23,190 77,773 20.94

合 計 32,246 380,483 100.00 31,169 369,933 100.00 30,612 371,493 100.00 

貸出金業種別残高

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
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■ 貸出金業種別残高構成比（令和4年9月末）

（単位：百万円、％）

個人 20.94%その他 26.24%

地方公共団体 3.46% 不動産業 15.73%

建設業 10.96%

卸売業、小売業 9.54%

製造業 6.95%

医療・福祉 6.19%



種類
令和4年3月末 令和4年9月末

貸借対照表計上額 時価 差額 貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

国 　 債 ̶ ̶ ̶ ̶  ̶  ̶
地 方 債 6,214 6,241 27 3,299 3,308 8
社 　 債 200 200 0 ̶ ̶ ̶
そ の 他 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
小 　 計 6,414 6,442 28 3,299 3,308 8

時 価が貸借対照表
計上額を超えないもの

国 　 債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
地 方 債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
社 　 債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
そ の 他 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
小 　 計 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶

合　計 6,414 6,442 28 3,299 3,308 8

種類
令和4年3月末 令和4年9月末

貸借対照表計上額 取得原価 差額 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超える
もの

株 　 式 905 714 190 699 544 155
債 　 券 19,655 19,551 104 10,100 10,064 35
　国　債 100 100 0 ̶ ̶ ̶
　地方債 9,933 9,875 58 7,348 7,321 26
　社　債 9,621 9,576 45 2,752 2,743 8
そ の 他 9,180 8,716 463 5,235 4,942 293
小 　 計 29,741 28,983 758 16,035 15,551 484

貸借対照表計上額が
取得原価を超えない
もの

株 　 式 512 624 △ 112 778 929 △ 151
債 　 券 40,624 41,326 △ 702 54,822 56,437 △ 1,615
　国　債 10,215 10,621 △ 405 9,759 10,620 △ 860
　地方債 18,657 18,853 △ 196 24,865 25,237 △ 372
　社　債 11,751 11,851 △ 99 20,197 20,579 △ 381
そ の 他 9,016 9,555 △ 539 13,072 14,619 △ 1,546
小 　 計 50,153 51,507 △ 1,353 68,673 71,986 △ 3,312

合　計 79,895 80,490 △ 595 84,709 87,537 △ 2,828

令和4年3月末 令和4年9月末
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

子会社・子法人等株式 ̶ ̶
関連法人等株式 5 5 
非上場株式 505 505 

合　計 510 510 

債権の区分 令和3年9月末 令和4年3月末 令和4年9月末
破産更正債権及びこれらに準ずる債権 1,489 1,828 1,495
危険債権 26,611 25,808 25,663
要管理債権 724 736 916

三月以上延滞債権 ̶ ̶ ̶
貸出条件緩和債権 724 736 916

開示債権額（Ａ） 28,825 28,374 28,075
正常債権（Ｂ） 357,876 347,555 349,305
総与信額（Ｃ） 386,701 375,929 377,381
不良債権比率（Ａ）/（Ｃ） 7.45% 7.54% 7.43%

05 有価証券の時価情報

（注）１.貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。
　　２.上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　３.時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表に含めておりません。

（注）１.時価は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。
　　２.上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　３.時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表に含めておりません。
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06 金融再生法ベースの債権区分による開示
SOSHIN DISCLOSURE

■ 満期保有目的の債券

■ その他有価証券

■ 時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）



中小企業の新規融資及び経営改善策への取組み状況

　当金庫は、金融業務を通じて地域の中小企業及び個人のお客さまへ安定した資金供給を行うこと、非金融面において地域
の活性化のための各種事業を積極的に展開することを、地域金融機関として最も重要な社会的使命と考え、様々な取り組み
を行っております。

　当金庫は、持続可能な地域社会の実現に貢献するため、平成30年10月に信用金庫として全国で初、また九州の金融機関
でも初めてとなる「SDGs宣言」を行い、以後、様々な取組みを行っています。

取組み方針

①創業支援

取組みの主な事例

　当金庫では、「創業者倶楽
部」を設立し、専門家の無料相
談や交流会を実施しています。
鹿児島市の受託業務で「創業
スキル養成講座」の開催や
「ソーホーかごしま」「マークメ
イザン」への職員派遣（インキュベーションマネージャーの常
駐）、鹿児島県の「かごしま地域課題解決型起業支援事業の
事業執行団体の受託など、創業支援に取り組んでいます。

②事業承継支援
　当金庫・大崎町・株式会社ラ
イトライト・大崎町商工会の四
者が、町内の事業所数維持、外
部人材等を活用した町内経済
活性化と持続可能な経済圏創
出、移住定住の増加を目的として連携し、地域外から後継者
を呼び込む事業承継支援に取り組んでいます。株式会社ライ
トライト運営の「クラウド継業プラットフォームrelay」のサイ
トを活用し事業承継をサポートしていきます。
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SDGsへの取組み08
SOSHIN DISCLOSURE

【2022年度の活動】
①事業者の皆さまとの「SDGs共同宣言」
　事業者の皆さまへのSDGsの普及促進を図るとともに、当金庫営業店と一体と
なった地域課題への取組みを推進することを目的として、事業者の皆さまとの
「SDGs共同宣言」を順次行っています。（令和4年9月末で76社と共同宣言を実施。）
②GREEN KAGOSHIMA in大隅
　SDGｓの理念がビジネスへより深く浸透し波及していくことを目指す取組みの一
環として、県内企業に、持続可能なビジネスの糸口を「環境ビジネス」という新しい角
度からみていただき、自社の事業構想に取り組んでいただくことを目的として本プロ
グラムを開催しました。一般社団法人大崎町SDGs推進協議会との共催で、大隅半
島の事業者を中心に14社17名の参加がありました。全4回のプログラムでは、企業が
環境ビジネス（グリーンビジネス）の重要性について学び、その後グループワーク、大
崎町内のフィールドワーク等を行った上で、各社取り組みたいグリーンアクションに
ついて整理を行い、最後にグリーン宣言の発表を行いました。環境配慮型のビジネス
を行う鹿児島県内の企業が、その取り組みによって人材獲得や取引拡大で優位性を
得て消費者に支持される、そのような取組みを今後も進めていきます。

③販路拡大支援
　株式会社商工組合中央金
庫と連携し、久世福ブランド
で全国展開する「株式会社
サンクゼール（長野県）」との
食品商談会「鹿児島うまかも
ん市」を開催し、当金庫、株
式会社商工組合中央金庫の
取引先15社とバイヤー2名で商談を行いました。今後もお取
引先の販路拡大支援として各種商談会を行って参ります。

④フードトラック事業
　鹿児島県と連携し、鹿
児島県庁敷地内で「そう
しん食の起業家養成アカ
デミー」の受講生や、新規
でフードトラック事業を
検討されている事業者等
による出店企画を行いま
した。昼食時には行列が出来るほどの盛況ぶりで、連日完売
続出となりました。



09 地域貢献活動について

　当金庫は、金融機関本来の業務に加えて、地方創生、地域活性化に資する活動等に積極的に取り組んでいます。

食の課題解決実証事業1
「フウドコレアラタ事業」
野外ダイニングプロジェクト

食の課題解決型実証事業２
食の起業家養成アカデミー

そうしん杉の子会
新社会人のためのセミナー
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10 リバイバルプランについて

　当金庫は、経営管理態勢、法令等遵守態勢および内部管理態勢の充実・強化に向けて自主的にリバイバルプランを策定
し、以下の取組みを行っています。
●コンプライアンス意識の醸成
　コンプライアンス重視の意識を醸成するため、理事長をはじめ役員によるメッセージの配信を毎月実施しています。ま
た、金庫内コミュニケーションの活性化や風通しの良い職場環境を形成することを目的に役員による車座形式のディス
カッション、コンプライアンス勉強会及び個別面談を実施し、更なるコンプライアンス重視の凛とした企業風土の確立に
取り組んでいます。
●コンプライアンス態勢諮問委員会の開催（ガバナンスの強化）
　外部有識者からなる「コンプライアンス態勢諮問委員会」を四半期ごとに開催し、金庫の経営上重要な法令等遵守態
勢、経営管理態勢及び内部管理態勢の充実・強化にかかる提言・助言を頂戴しています。
●法令等遵守意識の徹底
　毎月第2火曜日をコンプライアンスの日と位置づけ、コンプライアンスに特化した倫理教育として議論形式で「考える
コンプライアンス研修」を実施しています。
●厳正な事務処理と相互牽制機能の強化
　事務臨店指導において、全店統一した規定どおりの正確な事務処理の指導を徹底し、定期的な一斉検査やテーマ臨店
をとおして牽制機能の強化及び事務指導体制の実効性を高めています。
●内部監査機能の実効性確保
　監査立入頻度の柔軟化による定例的な監査に加えて、テーマに基づいた項目の抜打ち監査を実施し牽制機能の強化
に取り組んでいます。また、オフサイトモニタリングを有効活用した真因分析に基づく結果、業務運営上の課題、改善策を
本部各部と共有を行い内部監査機能の実効性を確保しています。
●適切な人事管理と人材育成
　職員の身上把握のため、収支バランスおよび資産・負債調べを実施し、聞き取り事例等を活用した深度ある面接制度
に基づき実態把握に努めています。また、ｅラーニング、WEB研修を活用した人材育成の推進に取り組んでいます。

③令和4年度そうしんSDGsアワードの開催 
　持続可能な地域社会を実現するためには、地元企業等の方々の存在が不可欠です。当金庫は、SDGsの達成に資する優れ
た取組みの表彰を通じて、更なる取組みの支援と県内中小企業へのSDGsの普及・取組み促進を図ることを目的として、
「令和4年度そうしんSDGsアワード」を開催しました。①取り組む課題や目的、②SDGsの本業への活用、③多様なステーク
ホルダーとの協働、④他者への波及効果を選考基準として、当金庫営業店が推薦した50社の中から、産官学金言の各界の
有識者で構成される選考委員会にて、アワード各賞を決定しました。
【大賞】 株式会社Azuma Legal Partners
【取組内容】 学生服・学用品等のリユース、上履きリユースピカピカ☆大作戦などの活動
【受賞理由】
・数年程度で消費される制服や運動靴を循環させる仕組みを考える中で、リユースをクリーニングや補修による価値の再構
築にとどめず、思いのこもった学用品等を次世代に引き継ぐことで心を繋いでいくというプロジェクトに昇華させている。
・サーキュラーエコノミーに通じる取り組みが、子供たちや子育て世代を中心に支持されている。

SOSHIN DISCLOSURE
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ATMは設置しておりません

（令和4年11月末現在）

♦のある店舗は昼休み（11:30～
　12:30）を導入しております。

肝属郡東串良町池之原字渡口150

下名147




